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10 キャッシュレス決済の状況1 インボイス制度について

⑴ 概要

ア インボイス制度とは

「インボイス」とは適格請求書と言われるもので、売手が買手に対して、正確な適用税率や消費税額等を伝えるもの。「インボイス制度」とは、こ
の一定の要件を満たす請求書のやりとりを通じ、インボイスを受け取った者のみ消費税の仕入税額控除をできるようにする制度。

複数税率の下での公平公正な消費税額等の把握

ウ 目的

平成28年度税制改正において、平成29年4月に予定されていた消費税10％への引き上げ時に、低所得者対策として軽減税率（複数税率）
制度が創設され、併せて、インボイス制度の導入（平成33年4月～）が決定 （H28.3.31公布：所得税法等の一部を改正する法律等）

※消費税の引き上げは令和元年10月に、インボイス制度の導入は令和5年10月に、それぞれ2年6か月延期された

⑶ インボイス制度に係る負担軽減措置

ア 平成28年度税制改正で設けられた経過措置

イ 令和5年度税制改正で設けられた新たな経過措置（主なもの）

（ア） 小規模事業者向け 納税額を売上税額の2割に軽減（3年間）

（イ） 小規模事業者向け 少額取引（1万円未満）はインボイス不要（6年間）

（ウ） すべての方が対象 ４月以降の申請でも制度開始時に登録可能等

＋
免税事業者からの仕入れについて、制度実施後、6年
間は仕入税額相当額の一定割合を控除可能

（参考資料1 P5～P6）

（参考資料2 P7～P8）

イ インボイス制度の成立の経緯

⑵ インボイス制度における懸念点

免税事業者

課税事業者へ移行する場合

（インボイス発行できる）

・新たに消費税の納税義務が発生

・申告・納付に伴う事務負担の増加

・取引先が消費税の仕入税額控除できない

・これまでの取引先との関係に影響する可能性

※課税売上高1千万円

以下の事業者

課税事業者へ移行しない場合

（インボイス発行できない）
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10 キャッシュレス決済の状況1 インボイス制度について

⑸ 個人事業者の消費税の確定申告状況（国税庁報道発表資料より）⑷ 登録状況

※1 事業者数は、インボイスの円滑な導入に向けた関係府省庁会議（R5.8月末開
催）の資料による

●R6.3月末現在での登録状況

・全国の課税事業者300万件のうち288万件が登録済（登録率96.0％）

・財務省の推計では、全国の免税事業者460万件のうちインボイスの登録
が必要となる事業者は160万件

・登録が必要と思われる免税事業者160万件のうち157万件が登録済
（登録率98.1％）

・全体での登録件数は445万件（登録率96.7％）に達している

（R5.5月末現在）

事業者数（※1） 登録件数（※2） 登録率

課税事業者 300万件 288万件 96.0%

免税事業者
（※3）

460万件 157万件 34.1％

（160万件） （157万件） （98.1％）

計
760万件 445万件 58.6%

（460万件） （445万件） （96.7％）

（R6.3月末現在）

⑹ 地方消費税交付金

●令和5年分

・ 申告件数 197万2千件 （対前年比 ＋91万7千件）

・ 申告納税額 6,850億円 （対前年比 ＋573億円）

※3 （ ）内は、インボイスが不要となる消費者相手の事業者を除いた場合の推計値

※2 登録件数は、福岡国税局への照会による

【参考】期限内に申告したインボイス発行事業者の内訳

インボイス制度開始前から課税事業
者であった者： 86万9千人

インボイス発行事業者の申告人員：174万4千人

免税事業者からインボイス発行事業者
になった者： 87万5千人

2割特例適用者数：

73万4千人83.9%

ア 内容

地方消費税（県税）の一部を財源として、県から市町村に交付されるもの

イ 交付基準

ウ 令和６年度地方消費税交付金長崎市予算額 10,600,884千円

うち、社会保障財源化分（引上げ分） 5,607,868千円

地方消費税
税率：2.2％
軽減税率：1.76％

消費税
税率：7.8％
軽減税率：6.24％

【交付総額】
地方の消費に
相当する額等に
より按分し都道
府県間で清算

【交付基準】
○市町村（1/2）
従来分
人口（1/2）と従業員数
（1/2）で按分して交付
引上げ分
全額人口で按分して交付

全体で
10％

（軽減税率
8％）
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10 キャッシュレス決済の状況1 インボイス制度について

⑺ インボイス制度に関する相談窓口
インボイス制度に関する様々な困りごとに対して、関係省庁等が連携してコールセンターや相談窓口を設け、
事業者支援を実施している。
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【参考資料1】
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【参考資料2】
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